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資料８ 

 

エネルギー消費効率の向上を義務付ける対象品目の 

追加を行う規制の影響の事前評価書（案） 

 

１．政策の名称 

 ショーケースのエネルギー消費効率の向上を進める政策 

 

２．担当部局 

経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー対策課長 辻本 圭助 

電話番号：03-3501-9726  e-mail：shouene-pub@meti.go.jp 

 

３．評価実施時期 

平成２７年８月 

 

４．規制の目的、内容及び必要性等 

（１）規制の目的 

「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（以下「省エネ法」という。）

は、内外におけるエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃料資源の有効

な利用の確保に資するため、工場等、輸送、建築物、機械器具等及び電気事業者

についてのエネルギーの使用の合理化に関する所要の措置その他エネルギーの使

用の合理化を総合的に進めるために必要な措置等を講ずることとし、もって国民

経済の健全な発展に寄与することを目的としている。 

これまで機械器具においては、国内において大量に使用され、かつ、エネルギ

ーを大量に消費しているようなエネルギー消費機器（以下「特定エネルギー消費

機器」1という。）を２８機器定め、その製造又は輸入の事業を行う者（以下「エ

ネルギー消費機器等製造事業者等」という。）に対してエネルギー消費効率 2の向

上努力を求めてきたところ。 

今回の改正は、特定エネルギー消費機器として新たにショーケースを省エネ法

の対象品目に追加することで、より一層の省エネを進めることを目的とするもの

である。 

 

 

                            
1 特定エネルギー消費機器への指定要件は後述（p2）。省エネ法第 78 条に３つの要件が規定されている。 
2 エネルギー消費効率とは、例えば、年間消費電力量（ｋＷｈ/年）など単位当たりのエネルギー消費量

をいう。 
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（２）規制の内容 

現行の省エネ法では、特定エネルギー消費機器に対して、現在商品化されてい

る製品のうちエネルギー消費効率が最も優れている機器の性能等を勘案した基準

（トップランナー基準）を定め、それらのエネルギー消費機器等製造事業者等に

対して当該基準を達成するようエネルギー消費効率の向上を義務付けてきた。こ

れまで図１右のリストに示す２８機器をトップランナー基準対象の特定エネルギ

ー消費機器としている。 

 

＜対象となる機器の考え方＞ 

トップランナー基準を導入することに伴う省エネ効果は、市場動向や今後の技

術開発による改善の余地など、対象とする機器によって違いがある。そのため、

対象機器の選定にあたっては、トップランナー基準を定めることにより、十分な

省エネ効果を発揮することができる適切な機器を選定していく必要がある。 

そのため、現行の省エネ法では、トップランナー基準対象の特定エネルギー消

費機器として指定されるものは、エネルギーを消費する機械器具のうち、以下の

３要件いずれも満たすものと規定されている（法第７８条）。 

【トップランナー基準対象の特定エネルギー消費機器の３要件（省エネ法第７８条）】 

①我が国において大量に使用されているエネルギー消費機器であること 

②その使用に際し相当量のエネルギーを消費するエネルギー消費機器であること 

③そのエネルギー消費機器に係るエネルギー消費効率向上を図ることが特に必要

なものであること 

 

ここで、①及び②については、現時点で、日本国内で大量に普及し、その使用

に相当量のエネルギーを消費する機器とし 3、③については、今後、技術改善など

によってエネルギー消費効率が改善する余地の度合いや社会的要請の強さなどを

内容としている。 

 

＜今回、追加することとしたい機器について＞ 

ショーケースについては以下のとおりである。 

 

ショーケース 

  ショーケースは、食品毎の多様な温度帯、店

舗の形態、規模、用途、設置スペースに合わせ

て数多くの種類が造られている。その他、店舗

形態や陳列商品に最適なものとするため、個別

のショーケース開発も行われている。 

                            
3 具体的な基準は定められていないものの、これまでの特定エネルギー消費機器の実績から踏まえると、

普及台数１００万台程度、エネルギー消費量年間１万 kl（原油換算）程度である。 
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今回このショーケースについて、先述のトップランナー基準対象の特定エネル

ギー消費機器の３要件（省エネ法第７８条）を満たしていることが確認された。 

[特定エネルギー消費機器に指定するための要件の適合性] 

① 普及台数：約１７０万台 

② 年間総エネルギー消費量（原油換算）：約１００万 kl 

③ 技術改善余地：圧縮機の効率向上 等 

 

＜具体的な規制の内容＞ 

エネルギー消費機器等製造事業者等は、個別の機器ごとに定めた目標年度 4におい

て、出荷した製品のエネルギー消費効率と出荷台数の加重平均値を算出し、製品区分

ごとに設定された基準値 5を上回るよう努めなければならない（図１左参照）。 

基準値を達成しなかったエネルギー消費機器等製造事業者等には、未達成となっ

た理由や効率改善に向けた今後の対応を報告させ、当該対応によっても効率改善が不

十分な場合には、経済産業大臣が勧告を行い、さらに、本勧告に従わなかった場合に

は事業者名の公表、命令といった措置がなされる。また、命令に従わなかった場合に

は１００万円の罰金に処すこととしている（法第７９条、８７条、９５条）。 

 

図１ 省エネ法トップランナー基準の性能向上のイメージと特定機器
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トップランナー方式の例

１．乗用自動車

２．貨物自動車

３．エアコンディショナー

４．テレビジョン受信機

５．ビデオテープレコーダー

６．照明器具（蛍光灯器具、

電球形蛍光ランプ）

７．複写機

８．電子計算機

９．磁気ディスク装置

２０．電子レンジ

２１．ＤＶＤレコーダー

２２．ルーティング機器

２３．スイッチング機器

２４．複合機

２５．プリンター

２６．ヒートポンプ給湯器

２７．三相誘導電動機

２８．電球形ＬＥＤランプ

１０．電気冷蔵庫

１１．電気冷凍庫

１２．ストーブ

１３．ガス調理機器

１４．ガス温水機器

１５．石油温水機器

１６．電気便座

１７．自動販売機

１８．変圧器

１９．ジャー炊飯器

 

また、特定エネルギー消費機器として品目追加された場合、その製品に係るエネル

ギー消費機器等製造事業者等においては、消費者が購入する際にエネルギー消費効率

に関する情報を取得できるように指定された表示（品名、エネルギー消費効率、エネ

ルギー消費機器等製造事業者等名等）を行うことが省エネ法（第８０条）において規

定され、これにも対応することが求められる。本件についても罰則規定等が設けられ

ている（法第８１条、８７条、９５条）。 

 

                            
4 トップランナー基準の目標年度の設定については、一般に、開発した技術を製品に適用するまでに時間

を要するため、製品サイクルを勘案して定めている。基準設定からこの目標年度までの間が、エネルギー

消費機器等製造事業者等に対する経過措置となっている。 
5 同機器の測定方法、目標年度、製品区分、区分ごとの基準値等の判断基準は告示において定める。 
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（３）規制の必要性 

我が国の最終エネルギー消費の推移を見ると（図２）、近年横ばいにあるものの全

体の４割以上を占める産業部門、また、産業、運輸部門に比べ増加が顕著であり全体

の３割以上を占める民生部門においては、省エネ対策のより一層の強化が求められて

いる。この実現のためには、エネルギーを使用する段階だけでなく、まず、機械器具

自体が高効率な使用を実現できる性能を有していることが重要である。 

これまで、トップランナー基準の対象となった特定エネルギー消費機器は表１に示

すように、エネルギー消費効率に相当程度の改善が見られている。 

そこで、現在導入されている特定機器に加えて、国内で大量に普及し、その使用に

相当量のエネルギーを消費し、エネルギー消費効率が改善する余地のあるショーケー

スについても新たに特定エネルギー消費機器に追加し、省エネ性能の向上を進める措

置を講じることが必要である。 

なお、ショーケースについては、今回トップランナー基準を導入することで、以下

のようなエネルギー消費効率の改善を見込んでいる。 

・ショーケース：２０２０年度に２００７年度比で約３２％の改善 
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図２ 最終エネルギー消費と実質ＧＤＰの推移 
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表１ トップランナー基準によるこれまでの省エネ効果の例 

 

トップランナー機器（種別の一例） 平均エネルギー消費効率の改善（実績） 内 訳

乗用自動車（ガソリン車） 48.8％（1995→2010年度） 燃費（12.3km/l→18.3km/l）

エアコンディショナー
（家庭用エアコン4kW以下）

67.8％（1997→2004冷凍年度） ＣＯＰ（3.01→5.05）

16.3％（2005→2010年度） ＡＰＦ（4.9→5.7）

蛍光灯器具 35.7％（1997→2005年度） ルーメン／ワット（63.1lm/W→85.6lm/W）

テレビジョン受信機
（液晶・プラズマテレビ）

29.6％（2004→2008年度） 年間消費電力量（179.7kWh/年→126.5kWh/年）

複写機 72.5％（1997→2006年度） 消費電力量（155Wh→42.7Wh）

電子計算機

99.1％（1997→2005年度） ワット／メガ演算（0.17→0.0015）

80.8％（2001→2007年度） ワット／メガ演算（0.012→0.0023）

85.0％（2007→2011年度） ワット／ギガ演算（1.87→0.281）

磁気ディスク装置

98.2％（1997→2005年度） ワット／ギガバイト（1.4→0.0255）

85.7％（2001→2007年度） ワット／ギガバイト（0.14→0.020）

75.9％（2007→2011年度） ワット／ギガバイト（0.019→0.0045）

貨物自動車（ガソリン車） 13.2％（1995→2010 年度） 燃費（14.4km/l→16.3km/l）

ビデオテープレコーダー 73.6％（1997→2003年度） 消費電力（4.6W→1.2W）

電気冷蔵庫
55.2％（1998→2004年度） 年間消費電力量（647.3kWh/年→290.3kWh/年）

43.0％（2005→2010年度） 年間消費電力量（572kWh/年→326kWh/年）

電気冷凍庫
29.6％（1998→2004年度） 年間消費電力量（524.8kWh/年→369.7kWh/年）

24.9％（2005→2010年度） 年間消費電力量（482kWh/年→362kWh/年）

ストーブ（石油） 5.4％（2000→2006年度） 熱効率（78.5%→82.7%）

ガス調理機器（オーブン部） 25.8％（2002→2008年度） ガス消費量（1049Wh→778Wh）

ガス温水機器（ガス暖房機器（給
湯器付））

7.9％（2002→2008年度） 熱効率（82.1%→88.6%）

石油温水機器 4.0％（2000→2006年度） 熱効率（82.0%→85.3%）

電気便座 14.6％（2000→2006年度） 年間消費電力量（281kWh/年→240kWh/年）

自動販売機 37.3％（2000→2005年度） 年間消費電力量（2,617kWh/年→1,642kWh/年）

変圧器 13.1％（1999→2007年度） 消費電力（818W→711W）

ジャー炊飯器 16.7％（2003→2008年度） 年間消費電力量（119.2kW/年→99.3kW/年）

電子レンジ 10.5％（2004→2008年度） 年間消費電力量（77.2kW/年→69.1kＷh/年）

ＤＶＤレコーダー（地デジ対応） 45.2％（2006→2010年度） 年間消費電力量（85.9kWh/年→47.1kWh/年）

ルーティング機器 40.9％（2006→2010年度） 消費電力（6.1W→3.6W）

スイッチング機器 53.8％（2006→2011年度） ワット／ギガビット毎秒（6.36→3.96）
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＜その他間接的効果＞ 

トップランナー基準は法令に基づく基準を導入する際に省エネ効果に係る統一

的な測定方法が同時に設定され、効果の比較が可能となるため、市場に価格だけ

でなく、省エネという観点を適切に浸透させる効果もあった。例えば、トップラ

ンナー基準の対象となった特定エネルギー消費機器のうち、特に一般消費者の利

用が多い家庭用機器を中心に１８の機器についてはＪＩＳ規格による省エネラベ

ル（図３）を設けている。また、特にテレビ、エアコン、冷蔵庫、蛍光灯器具、

電気便座の５機器については、消費者が購入時に省エネ性能についてより認識・

比較してもらうため、販売店においては、省エネ性能を５つ星から１つ星の５段

階で表示する統一省エネラベル（図４）を作成し、機器の省エネ性能に関する情

報を提供している。 

 

図３ 省エネラベルの例 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 統一省エネラベルの例 

  

 

（４）法令の名称・関連条項とその内容 

 ［名  称］エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行令 

 ［関連条項］ 

・特定エネルギー消費機器（第２１条） 

・特定エネルギー消費機器等のエネルギー消費機器等製造事業者等に係る生産量
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又は輸入量の要件（第２２条） 

 

（５）規制により影響を受ける関係者 

今回の規制により影響を受ける関係者としては、下記の３者が主に想定される。 

・ ショーケースのエネルギー消費機器等製造事業者等 

・ ショーケースの使用者（事業者） 

・ 行政機関（国） 

 

５．想定される代替案 

 今回の対象品目の追加に関して、各政策の現状改正案と代替案の費用便益分析によ

る政策評価を検討する。 

改正案は、規制によりトップランナー基準を定めてエネルギー消費機器等製造事業

者等に向上を義務付ける内容であるが、これに対する代替案としては、改正案のよう

な規制的手法によらず、政府が定める水準及び測定手法によってエネルギー消費機器

等製造事業者等が自己認証を行い、当該性能の表示等を実施して性能の向上を図るこ

とがあり得る。 

以下では、代替案と改正案を比較する形で費用及び便益の分析を行いたい。 

 

６．規制の費用 

関係者 改正案 代替案 

機器の

製造事

業者等 

・エネルギー消費機器等製造事業者

等は、目標年度に告示で定める基準

で示すエネルギー消費効率の達成が

求められるため、扱う製品の設計・

仕様の見直しや開発などの対応が必

要となり、研究開発や設備投資に係

る追加費用が必要となる。 

 

 

 

 

 

・性能の表示義務への対応について

は、カタログへの印刷等の費用が追

加で必要になると考えられるが、従

来のカタログ等に記載内容を追加す

ることで対応が可能であるため、そ

の追加費用は限定的である。 

・製造事業者等が省エネ性能の向上

に取り組んだ場合には、製品の設計

や仕様の見直し等のための研究開発

や設備投資に係る追加費用が必要と

なるが、任意の措置であることか

ら、製造事業者等が市場動向や企業

経営などの観点から必要と認める範

囲内で投資を行うことになるため、

追加費用は限定的である。また、取

り組まない場合には、追加費用は発

生しない。 

 

・性能の表示については、製造事業

者等が取り組んだ場合には、カタロ

グへの印刷等の追加費用が必要であ

るが、従来のカタログ等に記載内容

を追記することで対応が可能である

ため、その追加費用は限定的であ
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 る。また、取り組まない場合には、

追加費用は発生しない。 

機器の

使用者 

・規制導入時には、エネルギー消費

機器等製造事業者等による研究開

発・設備投資のコスト回収のための

一時的な値上がりが予想されるが、

省エネ性能の高い機器の普及により

コストが回収され、価格が安定して

いくことから追加費用は限定的であ

る。なお、これまでにトップランナ

ー制度を導入してきた特定エネルギ

ー消費機器においても、省エネ効率

が改善する中で、平均価格が大幅に

上昇しているような傾向は見受けら

れない。 

・製造事業者等が省エネ性能の向上

に取り組んだ場合には、研究開発・

設備投資のコスト回収のための一時

的な値上がりが予想されるが、省エ

ネ性能の高い機器の普及によりコス

トが回収され、価格が安定していく

ことから追加費用は限定的である。

また、取り組まない場合には、追加

費用は発生しない。このため、省エ

ネ効率が改善する中で、平均価格が

大幅に上昇する可能性は低いと考え

られる。 

行政機

関 

・エネルギー消費機器等製造事業者

等に対して、目標年度における基準

達成について報告徴収確認作業を行

うため（法７９条）、業務が増える

ことにはなるが、現在、トップラン

ナー制度の対象となっている特定エ

ネルギー消費機器として２８機器の

業務執行を実施しており、同様の業

務フローとなるため現行の環境下で

の実施が可能であり、費用の追加負

担は極めて限定的である。 

・政府が水準、手法を定める負担は

あるが、基準策定後は任意の自己認

証であるため、行政機関として、仮

に任意の政策効果を確認する必要が

あるとしても、費用の追加負担は極

めて限定的である。 

 

 

７．規制の便益 

関係者 改正案 代替案 

機器の

製造事

業者等 

・トップランナー対象の特定エネル

ギー消費機器となることで、省エネ

対策に係る情報を購入者に分かりや

すくアピールすることができ、間接

的に製品購入時のインセンティブ、

優先順位へ影響を与えることが期待

できる。 

 

・製造事業者等が省エネ性能の向上

に取り組んだ場合には、省エネ対策

に係る情報を購入者に分かりやすく

アピールすることができ、間接的に

製品購入時のインセンティブ等に寄

与する可能性があるものの、任意の

措置であることから、取り組まない

場合もあり得るため、トップランナ
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・トップランナー制度導入を通じた

効率的な省エネ分野に係る投資が行

われ、中長期的には競争力強化につ

ながるものと考えられる。 

ー制度導入と比較してアピール力は

弱く、効果は限定的であると考えら

れる。 

機器の

使用者 

・特定エネルギー消費機器自体の省

エネ性能が確実に向上するため、エ

ネルギー消費量の低減によるエネル

ギー消費コストの低減が見込まれ

る。 

・製造事業者等が省エネ性能の向上

に取り組んだ場合には、機器自体の

省エネ性能が向上するため、エネル

ギー消費量の低減によるエネルギー

消費コストの低減が見込まれるもの

の、任意の措置であるため、取り組

まない場合もあり得ることから、ト

ップランナー制度導入と比較して、

省エネ性能の向上やコストの低減の

効果は限定的であると考えられる。 

行政機

関 

・特に発生する便益は想定されな

い。 

・特に発生する便益は想定されな

い。 

社会的

便益 

・トップランナー制度を導入するこ

とにより、エネルギー消費機器等製

造事業者等の技術力の向上につなが

るとともに、我が国にエネルギー消

費効率の高いショーケースが普及す

ることは、我が国全体のエネルギー

セキュリティの向上や環境適合（温

室効果ガス排出削減）に寄与する。 

・我が国にエネルギー消費効率の高

いショーケースが普及することは、

我が国全体のエネルギーセキュリテ

ィの向上や環境適合（温室効果ガス

排出削減）に寄与するものの、任意

の措置であることから、取り組まな

い場合もあり得るため、トップラン

ナー制度導入よりも、効果は限定的

であると考えられる。 

 

８．政策評価の結果 

トップランナー制度導入に伴い、エネルギー消費機器等製造事業者等や行政機関

の追加費用が発生すると考えられるものの、エネルギー消費機器等製造事業者等に

よるエネルギー消費効率の向上、使用者による当該機器の導入促進、これらに伴う

エネルギー消費コスト低減等により、省エネ法の目的であるエネルギーの使用の合

理化等を総合的に進めつつ、かつ、エネルギー消費機器等製造事業者等の競争力の

強化にも寄与するものであることから、便益が費用を上回ると考えられる。また、

過去の品目の実績を踏まえても（表１参照）、本規制導入による省エネ効果は非常

に高く、実効性の高い政策手段であると言える。他方、トップランナー制度導入に

対する代替案であるエネルギー消費機器等製造事業者等による任意の措置は、その

取組が任意であるが故に、取り組まれない場合もあり得ることから、エネルギー消

費機器等製造事業者等や行政機関の追加費用もトップランナー制度導入と比較して
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省エネ向上効果も限定的である一方で、トップランナー制度導入と比較してエネル

ギー消費効率の向上等による便益も限定的と考えられる。 

先述のとおり、我が国の最終エネルギー消費の推移からも、全体の４割以上を占

める産業部門、３割以上を占める民生部門における省エネ対策のより一層の強化が

求められており（図２参照）、この実現のためには、省エネ性能の高い機器の普及

を確実に推進できる改正案を講ずべき措置として求めることが適切であると考えら

れる。 

以上に鑑み、国内で大量に使用し、その使用に相当量のエネルギーを消費し、エ

ネルギー消費効率が改善する余地のある「ショーケース」について新たにトップラ

ンナー制度の特定エネルギー消費機器に追加し、省エネ性能の向上を進める措置を

講じていくことは、妥当なものであると考えられる。 

 

９．有識者の見解その他の関連事項 

（総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省エネルギー小

委員会業務用冷蔵庫及びショーケース等判断基準ワーキンググループにおける議論

を記述） 

 

１０．レビューを行う時期又は条件 

トップランナー基準の目標年度を経過した時期（２０２１年度）を予定。 

 


